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・一般財団法人日本防火・防災協会
・一般財団法人日本防火・危機管理促進協会
・一般社団法人日本火災報知機工業会
・一般社団法人日本ケーブルテレビ連盟
・一般社団法人日本損害保険協会
・ガス警報器工業会
・全国消防長会
・日本消防検定協会





住宅用火災警報器設置対策事業（≪公益財団法人 日本消防協会≫） 

 

１．≪公益財団法人 日本消防協会≫の重点的取組 

 各種メディア等を活用した設置促進に係る広報の実施 

 

２．令和２年度実施中事業 

事業名 令和２年度実施中事業（実績を含む。） 

ラジオ放送によ

る広報 

ニッポン放送をキー局として全国３０局ネットで、芸能

界、スポーツ界等の著名な方々で結成された「消防応援団等」

にゲストとしてご出演いただいているラジオ番組「おはよ

う！ニッポン全国消防団」において、住宅用火災警報器の設

置促進及び適正な維持管理等を中心に住宅防火対策全般に

ついて広報を実施している。 

 令和２年度中に計５２回の放送を予定している。 

  （毎週土曜日又は日曜日放送） 

消防団員の研修

の開催 

消防団幹部研修等及び消防団員指導員研修において奏功

事例等を消防団員が紹介し、設置推進や維持管理について効

果的な普及啓発活動の情報交換等を実施している。 

冊子及びホーム

ページでの広報 

 消防団の活動事例等を掲載した冊子『地域防災力の充実強

化と消防団～新時代に対応した消防団運営～』において、地

域住民への住宅防火対策（住宅用火災警報器の設置及び維持

管理等）の取組みを紹介し、併せて、当協会ホームページに

も掲載している。 

 冊子については、令和２年度１３,０００部を作成し、全

国の消防団に配布するもの。 

消 防 団 防 災 学

習・災害活動車両

交付事業 

 消防団防災学習・活動車両交付事業は、地域の総合的な防

災力の充実強化を図ることを目的に、平時においては地域住

民の事業所等に対する防災学習や防災訓練に活用できるよ

う、令和２年度に全国１０消防団に交付予定。 

（平成２６年度から令和元年度まで６０台消防団に交付） 

 この車両を活用して、自主防災組織及び女性防火クラブ、

少年消防クラブ等に住宅用消火器等の消火訓練を実施し、防

火・防災の普及啓発を行います。 

 

 

 



ラジオ放送 

 ニッポン放送をキー局として、ラジオ番組「おはよう！ニッポン全国消防団」

を全国３０局ネットで毎週放送。消防応援団の方々をゲストパーソナリティに迎

え、消防団の活動を広報し理解を深めるとともに、住宅用火災警報器設置の推進

及び適正な維持管理をＰＲしています。 

【放送期間】令和２年４月から令和３年３月（１年間） 

【放送時間】毎週（土曜日）又は（日曜日）の１０分番組 

               

                     

 

 

 

 

 

 

 

 

                     

 

 

 

 

 

 

 

                    



消防団防災学習・災害活動車両交付事業 

消防団を中核とした地域の総合的な防災力の充実強化を図ることを目的に、

「消防団防災学習・災害活動車両」を製作し、平成２６年度から全国の消防団に

交付しています。 

この車両は、防災訓練等への取り組みを支援するため、平時は地域住民、子供

たち、事業所等の防災出前学習に使用し、災害時には緊急車両として消火・救助

資機材等の搬送や現場活動に活用できるものです。 

この車両に積載してある天ぷら油実験装置を活用して、自主防災組織及び女性

防火クラブ、少年消防クラブ等に住宅用消火器等の消火訓練を実施し、防火・防

災の普及啓発を行い、併せて住宅用火災警報器設置の推進及び適正な維持管理等

をＰＲしています。 

 

 

 

 

 

 

 
 

 防災学習用資機材  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 災害活動用資機材  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ワンボックスタイプ（４ＷＤ） 「防災学習資機材」積載時 「災害活動資機材」積載時 

天ぷら油実験装置 煙体験ハウス 訓練用消火器 

ＡＥＤトレーナーセット 大型スクリーン 

プロジェクター、ノートパソコン 

軽可搬ポンプ バルーン型投光器 折りたたみ梯子 

レスキューキット ＡＥＤ 担架 





 

住宅用火災警報器設置対策事業（一般財団法人 日本防火・防災協会） 

 

１．一般財団法人 日本防火・防災協会の重点的取組 

 女性防火クラブによる住警器普及啓発活動の支援 

 

２．令和２年度実施中事業 

事業名 令和２年度実施中事業（実績を含む。） 

住宅用火災警報

器の設置促進・維

持管理方法等の

普及啓発 

 当協会では、住宅用火災警報器の普及促進の取り組みを

進めてきていますが、購入から 10年以上経過したものは、

機能劣化が懸念されることから老朽化した住宅用火災警

報器の交換等を促進することが重要です。また、住宅火災

における死者の約 7 割が 65 歳以上の高齢者となっている

ことなどから今後は、連動型住宅用火災警報器の設置促進

を図る必要があると考えています。 

以上のことから、今年度も住宅用火災警報器の設置から

10 年以上たったものの交換促進及び連動型住宅用火災警

報器の普及についての啓発資料(チラシ及びマスク２７万

枚)を春の火災予防運動に間に合うよう作成のうえ消防本

部に配布し、女性防火クラブによる普及啓発を行います。 

 また、全国の消防機関の協力のもと地区大会や研修会を

通じて住民に対して設置や交換促進を図る普及啓発を行

います。 

 





住宅用火災警報器設置対策事業（（一財）日本防火・危機管理促進協会） 

 

１．≪ （一財）日本防火・危機管理促進協会 ≫の重点的取組 

住宅防火対策推進協議会の事務局として、住宅用火災警報器の設置・維持管

理・取替え等に関する啓発・広報を実施 

 

２．令和２年度実施中事業 

事業名 令和２年度実施中事業（実績を含む。） 

ＣＡＴＶ等によ

る住宅防火広報 

イベント等を開催する消防本部と地方のケーブルテレ

ビ等のメディアがタイアップし、住宅防火を啓発する広報

番組を制作し放送する。 

① 栃木県那須塩原市（10月撮影）栃木テレビ放映 

② 神奈川県座間市 （11月撮影）Ｊ：ＣＯＭ湘南放映 

住宅防火広報資

料等の作成・配布 

住宅防火対策に必要な広報資料等を作成し、全国の消防

機関に配布する。 

① 在日外国人向け住宅防火防災冊子「いざという時のた

めに（８か国語）」を８万部作成し、全国消防本部に配

付済み。 

② 住宅用防災機器普及啓発映像資料（ＤＶＤ）を現在制

作中。全国消防本部へ配布予定。 

住宅防火啓発用

冊子の作成・配布 

住宅火災で尊い命が犠牲となる火災を減少させるため、

その対応に資するため、日本消防検定協会の委託で高齢者

向け冊子を２０万部作成し、全国の消防本部に配布する。 

① 高齢者向け住宅防火啓発冊子「高齢者を住宅火災から

守ろう」作成中。 

防火ポスターに

よる防火思想普

及啓発【別添】 

全国統一の防火ポスターにより、秋・春の火災予防運動を

中心に防火思想の普及啓発を図る。 

① 秋の火災予防運動向けポスター（モデル 森七菜） 

９月に全国に 153,000 枚を配布済。ポスターに住宅用

火災警報器の取替えを広報。 

 

 

 

 

 



【別添（≪（一財）日本防火・危機管理促進協会≫）】（※別添がある場合のみ） 

 

１ ＣＡＴＶ等による住宅防火広報 

那須塩原市黒磯婦人防火クラブ連絡協議会の活動紹介 

と住宅用防災機器等の紹介 

  令和２年１０月１９日（月）１３時～１７時  

那須地区消防本部庁舎で撮影 

① 那須塩原市黒磯婦人防火クラブ連絡協議会の紹介 

② 住宅用防災機器等の紹介 

③ 那須地区消防本部消防車両の紹介及び消防訓練の披露 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  

 

 

エンディング撮影風景 

オープニング撮影風景 

はしご車登場訓練   

那須塩原市黒磯婦人防火クラブ連絡協議会の紹介 

住宅用火災警報器の展示紹介 住宅用消火器の展示紹介 



２ 在日外国人向け冊子「いざという時のために」を作成・配付 

在日外国人に対し住宅火災の原因や注意点、

また、救急及び防災上の注意点などが一目見て

分かる冊子を８万部作成し、令和２年１０月１

６日付けで全国消防本部に配付しました。外国

語は、８言語（英語、中国語（簡体）、韓国語

、ポルトガル語、スペイン語、ベトナム語、タ

ガログ語、ネパール語） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 全国統一防火ポスター（秋の火災予防運動ポスター・森七菜）の作成・配付 

令和２年度の防火標語「その火事を 防ぐあ

なたに 金メダル」をテーマとして、モデルに

女優の森七菜さんを起用して、秋の全国火災予

防運動にあわせて１５万３千部作成し、令和２

年９月１１日付けで全国消防本部に配付しまし

た。 

 

 

 

 

 

 





 

 

住宅用火災警報器設置対策事業 

≪一般社団法人日本火災報知機工業会≫ 

 

１．≪ 一般社団法人日本火災報知機工業会≫の重点的取組 

  住宅用火災警報器の性能や効果・適切な維持管理の広報等 

２．令和２年度実施中事業 

事業名 令和２年度実施中事業（実績を含む。） 

住警器交換診断

シートの普及促

進 

令和元年度に作成した、交換診断シートのさらなる普及促

進を図るために、「交換診断シート普及促進リーフレット」

（A3 判中折り 4 面にて交換診断シートの使用方法をマンガ

も含めてわかりやすく説明した構成）で作成を進めており、

令和 2年度中にホームページへ掲載予定。 

普及促進・維持

管理用及び交換

診断シートの継

続配布 

交換診断シート及び設置・交換ガイドブックは令和元年度

に作成後、全国の各消防本部へサンプル配布を実施した。 

令和 2 年度においても令和 3 年 1 月末に全国の各消防本部

へ継続して配布を実施予定。 

ホームページに

交換診断シート

及び設置・交換

ガイドブックを

掲載 

令和元年度に作成した、交換診断シート及び設置・交換ガイ

ドブックを日本火災報知機工業会ホームページに掲載しダ

ウンロード可能とした。（下記 URLより） 

https://www.kaho.or.jp/pages/keiho/page-keiho-07-

01.html 

住宅防火防災推

進シンポジウム

及び CATV 等へ

のイベント協力 

令和 2年度に開催されるシンポジウム及び CATV等のイベン

トに説明員を派遣し、展示パネルよる機器の展示・説明、冊

子配布等による普及促進活動を実施する。（今年度は、 

新型コロナウイルスの感染防止のため開催中止が多い状況

である） 

住宅用火災警報

器電話相談室の

運営 

フリーダイヤル(0120-565-911)による電話相談室を継続し

て運営し、各種相談に対応する（令和元年度の相談件数：461

件）。 

社会貢献事業へ

の住宅用火災警

報器の提供 

一般社団法人全国消防機器協会の社会貢献事業に住宅用火

災警報器を寄贈する（令和 2 年度は、20 地区に対して合計

2,000個を寄贈）。 

 

別添１－１ 

911326
長方形



 

 

【別添（一般社団法人日本火災報知機工業会）】（※別添がある場合のみ） 

 ○令和元年度作成「住宅用火災警報器 交換診断シート」表面 

 

別添１－２ 

911326
長方形



 

 ○令和元年度作成「住宅用火災警報器 交換診断シート」裏面 

 

 

 



 

 ○令和元年度作成「住宅用火災警報器 設置・交換ガイドブック」表紙 

   （全４４ページ） 

 
 



 

〇住宅用火災警報器 交換普及促進リーフレットの作成 

「住宅用火災警報器 交換診断シート」のさらなる交換・普及促進を図る 

ためのリーフレットを作成中です。 

 

表面案               マンガ案 

 

（現在、作成中の為、内容は変更する場合があります。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

〇ホームページに「交換診断シート」及び「設置・交換ガイドブック」を掲載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

○住宅用火災警報器相談室の運営 

（相談件数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

○社会貢献事業への住宅用火災警報器の提供 

     （事業イメージ）             （寄贈実績） 

 

平成 17 年度 5,717件、  平成 23年度     5,254件、 平成 29年度     709件 

平成 18 年度 8,385件、  平成 24年度     1,453件、 平成 30年度     610件 

平成 19 年度 6,320件、  平成 25年度        899 件、  令和 元年度     461件 

平成 20 年度 10,165件、  平成 26年度   1,007件、  令和 2年度     196 件 

平成 21 年度 6,798件、   平成 27年度     600 件、※令和 2 年 4 月～9月までの計 

平成 22 年度 6,828件、   平成 28年度   796件 

平成 16年度  ３地区に 合計 1,000個 

平成 17年度 10地区に 合計 2,000個 

平成 18年度 15地区に 合計 2,000個 

平成 19年度 20地区に 合計 2,000個 

平成 20年度 20地区に 合計 2,000個 

平成 21年度 29地区に 合計 4,000個 

平成 22年度 30地区に 合計 4,000個 

平成 23年度 20地区に 合計 2,000個 

平成 24年度 20地区に 合計 2,000個 

平成 25年度 20地区に 合計 2,000個 

平成 26年度 20地区に 合計 2,000個 

平成 27年度 20地区に 合計 2,000個 

平成 28年度 20地区に 合計 2,000 個 

平成 29年度 20地区に 合計 2,000 個 

平成 30年度 20地区に 合計 2,000 個 

令和 元年度 20地区に 合計 2,000 個 

令和 2年度 20地区に 合計 2,000 個 

平成 16年度～令和 2年度の計 

327 地区に合計 37,000個 





 

住宅用火災警報器設置対策事業（≪一般社団法人日本ケーブルテレビ連盟≫） 

 

１．≪一般社団法人日本ケーブルテレビ連盟≫の重点的取組 

 

２．令和２年度実施中事業 

事業名 令和２年度実施中事業（実績を含む。） 

火災予防啓発映

像の配信 

火災予防に資する広報啓発用映像をケーブルテレビ連盟

のコンテンツ流通システムを活用し全国のケーブルテレ

ビ事業者に配信（配信予定局数：113社※10月 7日現在）。

各事業者のコミュニティチャンネルで放送している。 

 

コンテンツ流通システムの配信画面（DL数は 10月 7日時点） 

 





 

住宅用火災警報器設置対策事業(≪一般社団法人日本損害保険協会≫) 

 

１．≪一般社団法人日本損害保険協会≫の重点的取組 

防火意識の高揚を目的として、1966年度から毎年、全国統一防火標語による

啓発活動を実施 

 

２．令和２年度実施中事業 

事業名 令和２年度実施中事業（実績を含む。） 

防火ポスターによ

る防火・防災意識

の啓発 

2021年度全国統一防火ポスター(後援：消防庁、サイズ：B2判)

を 20万枚作成予定。本ポスターは消防庁の協力のもと、全国の

消防署をはじめとする公共機関等に掲示。 

 

３．「防火ポスター」 

           

              拡大 

 

 

 

 

右下に「住宅用火災警報器は点検・交換が必要です。」と文言の周知・啓発を図って

いる。 





 

住宅用火災警報器設置対策事業（≪  ガス警報器工業会  ≫） 

 

１．≪  ガス警報器工業会   ≫の重点的取組 

  消費者団体及び消防行政機関等と緊密に連携して、一般消費者向けの住宅用

火災・ガス・ＣＯ警報器普及促進のための広報・啓発活動を行う。 

２．令和２年度実施中事業 

事業名 令和２年度実施中事業（実績を含む。） 

消防関係団体・消

費者団体との連

携 

 

 

 

 

 

 

「やっぱりすすめて良かったガス警報器 更なる普及を目

指します」をスローガンに、住宅用火災・ガス・ＣＯ警報

器の普及促進を図る。 

・消防関係団体と連携して、住宅用火災・ガス・ＣＯ警報

器の普及促進を図る。 

・主婦連合会、全国地域婦人団体連絡協議会等の消費者団

体と連携して、一般消費者向けの広報・啓発活動を行う。

特に地域の関係団体が行う消費者向イベント等には、各支

部が積極的に参画する。 

住宅防火防災推

進シンポジウム

及びＣＡＴＶ等

事業での広報・啓

発活動 

住宅防火対策推進協議会（事務局：一般財団法人日本防火・

危機管理促進協会）メンバーとして、各会場にて住宅用火

災・ガス・ＣＯ警報器のＰＲを行い、普及促進を図る。 

（別添 事例報告①） 

市町村女性防火

クラブ幹部研修

会での広報・啓発

活動 

一般財団法人日本防火・防災協会主催の、市町村女性防火

クラブ幹部研修会会場（３会場）にて、住宅用火災・ガス・

ＣＯ警報器のＰＲを行い、普及促進を図る。 

（別添 事例報告②） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

【別添（≪   ガス警報器工業会   ≫）】 

●事例報告① 

住宅防火対策推進協議会 ＣＡＴＶ等事業による住宅防火広報活動への協力 

令和２年１０月１９日 那須地区消防本部（栃木県那須塩原市） 

      

     （説明風景）                 （展示品） 

※１１月１４日に座間市消防本部（神奈川県座間市）でも活動予定 

 

●事例報告② 

市町村女性防火クラブ幹部地域研修会での住宅防火広報活動への協力 

令和２年１０月８日 北陸・中部ブロック（富山県）での住宅用火災・ガス警

報器・ＣＯ警報器の広報活動 

     

   （会場風景）           （発表風景） 

※１１月１７日に近畿ブロック（奈良県）でも活動予定 

以上 



 

住宅用火災警報器設置対策事業（≪一般財団法人全国消防協会≫） 

 

令和２年度実施中事業 

事業名 令和２年度実施中事業（実績を含む。） 

住宅用防災警報

器に関する調査 

日本消防検定協会からの委託により、全国の消防本部に対

して、住宅用防災警報器設置義務対象物における火災時の

住宅用防災警報器の作動状況等について調査を行う。 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





 

 

 

住宅用火災警報器設置対策事業（≪ 日本消防検定協会 ≫） 

 

１．≪  日本消防検定協会  ≫の重点的取組 

 

２．令和２年度実施中事業 

事業名 令和２年度実施中事業（実績を含む。） 

住宅用防災警報器

の作動状況等に関

する調査研究 

住宅用防災警報器が設置されている住宅火災における、住宅用防

災警報器の鳴動状況等（出火室同室・別室、損傷程度別、認知状況

別等と設置、作動状況）について、全国の消防本部から収集した令

和元年中のデータを消防庁の火災報告データと突合し、学識経験者

による住宅用防災警報器の設置効果に関する調査、分析について、

一般財団法人全国消防協会に委託。 

設置後10年を経過

した住宅用防災警

報器に係る調査 

設置後 10 年を経過した住宅用防災警報器について、使用者への

調査を実施し、全国の消防本部及び使用者に対し住宅用防災警報器

に関する情報提供を行う。（自主事業） 

ラジオ放送による

広報事業 

 住宅用防災機器（住警器、住宅用消火器等）に係る広報を、公益

財団法人日本消防協会のラジオ放送（おはよう！ニッポン全国消防

団）のＣＭとして放送。 

住宅用防災機器普

及啓発事業 

 住宅防火対策の重要性を周知し、家庭の防火上の安全性を向上さ

せるため、高齢者向け住宅防火啓発冊子を制作、配布等する事業に

ついて、一般財団法人日本防火・危機管理促進協会に委託。 

住宅用火災警報器

普及啓発事業 

 女性防火クラブを主体とする住警器の設置普及、交換促進等の普

及啓発活動について、一般財団法人日本防火・防災協会に委託。 
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